
 

 

 

 

 

 

  

  

  

 

     

 

 

 

      

 

 

 

      

 

  

 

  

 

 

 

令和６年度答申第３１号

令 和 ６ 年 ９ 月 ６ 日

諮問番号 令和６年度諮問第２５号（令和６年７月１９日諮問）

審 査 庁 厚生労働大臣

事 件 名 戦没者等の遺族に対する特別弔慰金請求却下処分に関する件

答 申 書

審査請求人Ｘからの審査請求に関する上記審査庁の諮問に対し、次のとおり答

申する。

結 論

本件審査請求は棄却すべきであるとの諮問に係る審査庁の判断は、

妥当である。

理 由

第１ 事案の概要

本件は、審査請求人Ｘ（以下「審査請求人」という。）が、軍人として戦死

した叔父のＡ（以下「叔父Ａ」という。）と生計を共にしていたと主張して、

Ｂ知事（以下「処分庁」という。）に対し、戦没者等の遺族に対する特別弔慰

金支給法（昭和４０年法律第１００号。以下「特別弔慰金支給法」という。）

３条本文の規定に基づき、叔父Ａに係る特別弔慰金の請求（以下「本件請求」

という。）をしたところ、処分庁が、審査請求人は叔父Ａと１年以上の生計関

係を有していたとは認められないとして、本件請求を却下する処分（以下「本

件却下処分」という。）をしたことから、審査請求人がこれを不服として審査

請求をした事案である。

１ 関係する法令等の定め 

⑴ 特別弔慰金支給法３条本文は、戦没者等の遺族には、特別弔慰金を支給

すると規定している。 

⑵ 特別弔慰金支給法２条１項本文は、この法律において「戦没者等の遺族」
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とは、死亡した者の死亡に関し、令和２年４月１日（以下「基準日」とい

う。）までに戦傷病者戦没者遺族等援護法（昭和２７年法律第１２７号。

以下「遺族援護法」という。）による弔慰金（以下「弔慰金」という。）

を受ける権利を取得した者をいうと規定している。 

⑶ 遺族援護法３４条１項は、昭和１２年７月７日以後における在職期間内

に公務上負傷し、又は疾病にかかり、これにより昭和１６年１２月８日以

後において死亡した軍人軍属又は軍人軍属であった者の遺族には、弔慰の

ため、弔慰金を支給すると規定している。 

⑷ 遺族援護法３５条１項は、弔慰金を受けるべき遺族の範囲は、死亡した

者の死亡の当時における配偶者、子、父母、孫、祖父母、兄弟姉妹及びこ

れらの者以外の三親等内の親族（死亡した者の死亡の当時、その者によっ

て生計を維持し、又はその者と生計を共にしていた者に限る。）とすると

規定している。 

⑸ 特別弔慰金支給法２条の２第３項は、上記⑷の「これらの者以外の三親

等内の親族」（以下単に「三親等内の親族」という。）は、基準日におい

て戦没者等の遺族とみなされる先順位者（配偶者、子、父母、孫、祖父母

及び兄弟姉妹）がなかった場合であって、当該三親等内の親族が「死亡し

た者の死亡の日まで引き続く１年以上その者によつて生計を維持し、又は

その者と生計を共にしていた者」（軍人たることによる勤務がなかったな

らば、これに該当していたものと認められる者を含む。）であるとき（以

下この要件を「生計関係の同一性の要件」という。）に限り、死亡した者

の葬祭を行った者、その他の者の順序による先順位者を戦没者等の遺族と

みなすと規定している。 

⑹ 生計関係の同一性の要件に関しては、令和２年３月３１日付け社援援発

０３３１第３号厚生労働省社会・援護局援護・業務課長通知「戦没者等の

遺族に対する特別弔慰金支給法の一部を改正する法律（令和２年４月１日

施行分）の施行について（通知）」（以下「本件通知」という。）が、戦

没者等の死亡の当時、戦没者等と同一戸籍内にあった三親等内の親族につ

いては、特に疑義を生ずる資料がない場合に限り、同一の生計関係を有し

ていたものとして取り扱って差し支えないが、これ以外の者については、

適宜の様式による「生計関係についての申立書」及び事実関係を確認する

ことができる資料の提出を求めた上で、同一の生計関係を有していたか否

かを総合的に判断することとすると定めている（記第３の５の⑵のウ）。
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２ 事案の経緯

審査関係人間に争いのない事実及び各項末尾掲記の資料によれば、本件の

経緯は、以下のとおりである。 

⑴ 叔父Ａは、大正５年ａ月ｂ日に父（審査請求人の祖父）のＣ（以下「祖

父Ｃ」という。）と母（審査請求人の祖母）のＤ（以下「祖母Ｄ」とい

う。）の間の二男として出生し、大正１１年ｃ月ｄ日に祖父Ｃを戸主とす

る戸籍（本籍：Ｅ地）に入籍した。

叔父Ａは、大正１３年１２月４日に祖父Ｃが死亡したことに伴い、大正

１４年６月３０日に家督を相続し、昭和１６年７月１２日にＦ（以下「叔

母Ｆ」という。）と婚姻をした。

叔父Ａは、昭和１２年１月１０日に現役兵としてｅ重砲兵連隊第ｆ中隊

に入営し、昭和１４年１２月１日に現役満期となったが、昭和１６年１月

１７日に臨時召集により野砲兵第ｇ連隊補充隊に応召し、野戦高射砲第ｈ

大隊本部に編入された後、同年７月１３日に海外に派遣され、昭和１８年

１月１０日にＧ地で戦死した。

したがって、叔父Ａは、戦死した当時、自らを戸主とする戸籍（本籍：

Ｅ地）に在籍していた。

（除籍謄本（戸主：祖父Ｃ）、除籍謄本（戸主：叔父Ａ）、履歴書、死没者

連名簿（野戦高射砲第ｈ大隊）） 

⑵ 審査請求人の母のＨ（以下「母Ｈ」という。）は、大正３年ｉ月ｊ日に

祖父Ｃと祖母Ｄの間の長女として出生し、祖父Ｃの父（審査請求人の曾祖

父）のＩ（以下「曾祖父Ｉ」という。）を戸主とする戸籍（本籍：Ｊ地）

に入籍したが、大正７年３月２６日に祖父Ｃが分家をしたことに伴い、祖

父Ｃを戸主とする戸籍（本籍：Ｅ地）に入籍した。

母Ｈは、昭和１１年３月１４日にＫ（以下「父Ｋ」という。）と婚姻を

し、父Ｋの父（審査請求人の祖父）のＬ（以下「祖父Ｌ」という。）を戸

主とする戸籍（本籍：Ｍ地）に入籍した。

母Ｈと父Ｋの間には、昭和１１年ｋ月ｌ日に長男の審査請求人が、昭和

１３年ｍ月ｎ日に二男のＮ（以下「弟Ｎ」という。）が、昭和１６年ｏ月

ｐ日に長女の О（以下「妹 О」という。）が出生した。

母Ｈは、父Ｋが昭和１７年８月１９日に死亡したことから、同年１１月

２０日、３人の子のうち弟Ｎと妹Оのみを連れて分家（本籍：Ｍ地）をし、

祖父Ｌを戸主とする戸籍から除籍されたが、同月２１日、上記分家を廃家
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の上、叔父Ａを戸主とする戸籍（本籍：Ｅ地）に再度入籍し、弟Ｎと妹 О

も、同月２７日、叔父Ａを戸主とする戸籍に入籍した。

母Ｈは、昭和１８年１月１０日に叔父Ａが死亡したことに伴い、昭和２

０年２月１０日に家督を相続した。

母Ｈは、平成１１年１０月１４日に死亡した。

（除籍謄本（戸主：祖父Ｃ）、除籍謄本（戸主：叔父Ａ）、除籍謄本（戸主

：祖父Ｌ）、戸籍個人事項証明書（審査請求人）、改製原戸籍謄本（戸主：

母Ｈ）、除籍謄本（筆頭者：母Ｈ）） 

⑶ 審査請求人は、上記⑵の母Ｈによる分家の際、祖父Ｌを戸主とする戸籍

（本籍：Ｍ地）に残ったことから、父Ｋの母（審査請求人の祖母）のＰ

（以下「祖母Ｐ」という。）が審査請求人の後見人となった。

審査請求人は、昭和１８年１２月１９日に祖父Ｌが死亡したことに伴い、

昭和１９年１１月１７日に家督を相続した。

したがって、審査請求人は、叔父Ａが戦死した当時、祖父Ｌを戸主とす

る戸籍（本籍：Ｍ地）に在籍していた。

（除籍謄本（戸主：祖父Ｌ）） 

⑷ 審査請求人は、令和３年６月２８日、住所地のＱ市長を経由して、処分

庁に対し、特別弔慰金支給法３条本文の規定に基づき、叔父Ａに係る特別

弔慰金の請求（本件請求）をした。

なお、本件請求について、叔父Ａの遺族で審査請求人よりも先順位のも

のはいない。

（戦没者等の遺族に対する特別弔慰金請求書） 

⑸ 処分庁は、令和４年８月３日付けで、審査請求人に対し、「Ａ様の死亡当

時まで引き続き１年以上死亡者と生計関係を有していたものと認められませ

んので、あなたは特別弔慰金を受ける権利を有しません。」との理由を付し

て、本件請求を却下する処分（本件却下処分）をした。

（却下通知書） 

⑹ 審査請求人は、令和４年８月２５日、審査庁に対し、本件却下処分を不服

として本件審査請求をした。

（審査請求書） 

⑺ 審査庁は、令和６年７月１９日、当審査会に対し、本件審査請求は棄却す

べきであるとして本件諮問をした。

（諮問書、諮問説明書）
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３ 審査請求人の主張の要旨

以下の理由により、本件却下処分の取消しを求める。 

⑴ 審査請求書及び審査請求書に添付の時系列表

ア 本件却下処分が、審査請求人が叔父Ａと１年以上の生計関係を有して

いたものとは認められないとした点に不服がある。

イ 叔父Ａは、昭和１６年７月１２日に婚姻をし、戦地に行く前に、「母

（Ｄ）姉（Ｈ）甥」（注：祖母Ｄ、母Ｈ及び審査請求人）に会うため、

叔母ＦとともにＲ地に来た。審査請求人は、Ｒ地の祖母Ｄの家で、叔父

Ａに会った。 

⑵ 反論書

ア 叔父Ａは、昭和１６年頃召集されるので、Ｒ地の祖母Ｄが住んでいた

借家に来ていた。

イ 父Ｋが昭和１７年８月１９日に死亡した後、Ｓ家の祖父母（祖父Ｌと

祖母Ｐ）が母Ｈにつらく当たり出したので、母Ｈは、審査請求人と弟Ｎ

をＳ家に残したまま、自らは祖母Ｄの借家に泊まっていた。

ウ 審査請求人と弟Ｎは、Ｓ家で母Ｈが迎えに来るのを待っていたところ、

昭和１７年１０月頃、母Ｈが迎えに来て、同年１１月、Ｔ地に戻った。

祖母Ｄも、Ｒ地からＴ地に帰って来ていた。

エ 叔父Ａが昭和１８年１月１０日に戦死し、遺骨が帰って来たとき、

祖母Ｄ、母Ｈ及び審査請求人の３人で、叔父Ａの葬儀を行った。そして、

審査請求人は、叔父Ａの命日には、毎年、Ｕ護国神社に参拝している。 

⑶ 再反論書

ア 審査請求人は、Ｒ地のＶ地の祖母Ｄの借家で、叔父Ａと叔母Ｆに会っ

た。出征前の叔父ＡがＴ地に戻る前の審査請求人をＲ地の色々な所に連

れて行ってくれたことが印象にある。

イ 祖母Ｄ、母Ｈ及び審査請求人の３人で、叔父Ａの葬儀と納骨を行った。

第２ 諮問に係る審査庁の判断

１ 審査請求人は、叔父Ａの甥（三親等内の親族）であるから、叔父Ａに係る

特別弔慰金の支給を受けるためには、特別弔慰金支給法２条の２第３項に規

定する遺族（「死亡した者の死亡の日まで引き続く１年以上その者によつて

生計を維持し、又はその者と生計を共にしていた者」）に該当することが必

要である。

２ 審査請求人から提出された戸籍によれば、以下のことが認められる。

5 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴ 叔父Ａは、大正５年ａ月ｂ日に祖父Ｃと祖母Ｄの間の二男として出生し、

大正１１年ｃ月ｄ日に祖父Ｃを戸主とする戸籍（本籍：Ｅ地）に入籍した。

叔父Ａは、大正１３年１２月４日に祖父Ｃが死亡したことに伴い、家督

を相続して、昭和１６年７月１２日に叔母Ｆと婚姻をし、その後、昭和１

８年１月１０日に戦死した。 

⑵ 母Ｈは、大正３年ｉ月ｊ日に祖父Ｃと祖母Ｄの間の長女として出生し、

曾祖父Ｉを戸主とする戸籍（本籍：Ｊ地）に入籍したが、大正７年３月２

６日に祖父Ｃの分家により祖父Ｃを戸主とする戸籍（本籍：Ｅ地）に入籍

した。

母Ｈは、昭和１１年３月１４日に父Ｋと婚姻をし、叔父Ａを戸主とする

戸籍から除籍され、祖父Ｌを戸主とする戸籍（本籍：Ｍ地）に入籍した。

母Ｈは、昭和１７年８月１９日に父Ｋが死亡したことから、同年１１月

２０日に分家（本籍：Ｍ地）をしたが、同月２１日に当該分家を廃家の上、

叔父Ａを戸主とする戸籍（本籍：Ｅ地）に再度入籍し、叔父Ａの戦死に伴

い、昭和２０年２月１０日に家督を相続して抹消されるまで、叔父Ａを戸

主とする戸籍に在籍した。 

⑶ 審査請求人は、昭和１１年ｋ月ｌ日に父Ｋと母Ｈの間の長男として出生

し、祖父Ｌを戸主とする戸籍（本籍：Ｍ地）に入籍し、昭和１９年１１月

１７日に家督を相続して抹消されるまで、祖父Ｌを戸主とする戸籍に在籍

した。

以上によれば、叔父Ａの死亡の当時、審査請求人は、叔父Ａとは別戸籍で

あった。

本件のように、死亡した者の死亡の当時、死亡した者と別戸籍であった者

が特別弔慰金の請求をした場合には、その請求者の申立内容のみから同一の

生計関係を有していたと推測することができる程度では、同一の生計関係を

有していたと判断するには不十分であって、本件通知のとおり、同一の生計

関係を有していたか否かは、事実関係を裏付ける資料によって総合的に判断

すべきである。また、戸籍の記載のみによって居住地の特定をすることはで

きない。

３ 審査請求人は、「戦没者等との生計関係申立書」（以下「本件生計関係申

立書」という。）において、叔父Ａの入隊当時の住所を「Ｒ地」と記載し、

当該時期において叔父Ａと同居していた家族は「祖母Ｄ、母Ｈ、審査請求人、

弟Ｎ及び妹 О」であったとした上、祖母ＤがＲ地の店舗兼住宅において餅を
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販売して生活を維持し、叔父Ａの入隊後は、母Ｈが大分のＴ地で主に裁縫に

より生計を立てていたと記載している。

審査請求人は、叔父Ａと同一の生計関係を有していたことの資料として、

審査請求人及び弟Ｎに係るＷ小学校の在籍証明書、審査請求人に係るＹ中学

校の卒業証明書並びに叔父Ａに係るＷ小学校の在籍証明書を提出するが、こ

れらの資料には、審査請求人が叔父Ａと同一の生計関係を有していたことを

確認することができる記載はない。

また、審査請求人は、叔父Ａの参拝を行っているとして、Ｕ護国神社から

送付された祥月命日祭の案内状を提出するが、三親等内の親族が特別弔慰金

の支給の対象となるのは、特別弔慰金支給法２条の２第３項の規定により、

死亡した者と１年以上の生計関係を有していた場合に限られ、その場合に、

死亡した者の葬祭を行った者、その他の者の順序による先順位者を戦没者等

の遺族とみなすとされているから、死亡した者と１年以上の生計関係を有し

ていない三親等内の親族は、死亡した者の葬祭を行っていたとしても、戦没

者等の遺族とみなされることはなく、特別弔慰金の支給要件に該当しない。

以上のとおり、審査請求人から提出された資料からは、叔父Ａの入隊前に

Ｒ地で叔父Ａと同一の生計関係を有していたとの審査請求人の主張を確認す

ることはできない。

４ そして、処分庁保管の資料（叔父Ａに係る第四回、第六回、第八回及び第

十回特別弔慰金の請求書類）を確認しても、審査請求人に関する記載はなく、

審査請求人が叔父Ａと同一の生計関係を有していたことを確認することはで

きない。

なお、叔父Ａに係る第八回及び第十回特別弔慰金は、弟Ｎが受給している

が、処分庁は、令和５年１１月２２日付けで、弟Ｎと叔父Ａとの間に１年以

上の生計関係があったとは認められないとして、弟Ｎに対してした第八回及

び第十回特別弔慰金の各可決裁定を取り消している。

５ さらに、審査庁保管の資料（祖母Ｄがした叔父Ａに係る遺族援護法による

弔慰金及び遺族年金の請求書類、叔父Ａが在籍した野戦高射砲第ｈ大隊死没

者連名簿）を調査しても、審査請求人が叔父Ａと同一の生計関係を有してい

たことを確認することはできない。

６ 上記３から５までのとおり、審査請求人及び処分庁から提出された資料並

びに審査庁保管の資料を調査しても、審査請求人と叔父Ａとの間に叔父Ａの

死亡の日まで引き続く１年以上の生計関係があったことを確認することがで
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きないから、審査請求人は、特別弔慰金支給法２条の２第３項に規定する戦

没者等の遺族に該当するとは認められず、特別弔慰金支給法に基づく特別弔

慰金の支給を受ける権利を有していない。

７ したがって、本件却下処分は適正であり、本件審査請求は理由がないから

棄却すべきであると考える。

なお、審理員意見書も、以上と同旨の理由を述べた上で、本件却下処分に

違法又は不当な点はなく、本件審査請求は理由がないから棄却すべきである

としている。

第３ 当審査会の判断

１ 本件諮問に至るまでの一連の手続について 

⑴ 一件記録によると、本件審査請求から本件諮問までの手続の経過は、次

のとおりである（なお、括弧内は、当該手続に要した期間である。）。

本件審査請求の受付 ：令和４年８月２５日

弁明書の受付 ：同年１０月１７日

弁明書（差し替え）の受付 ：同年１１月２１日

反論書の受付 ：令和５年１月２７日

再弁明書の受付 ：同年１２月２８日

（弁明書（差し替え）の受付から約１年１か

月、反論書の受付から約１１か月）

再弁明書の副本の送付 ：令和６年１月３０日

（再弁明書の受付から約１か月）

再反論書の受付 ：同年３月８日

（弁明書の受付から約１年４か月半）

審理員意見書の提出 ：同年４月２日

物件の提出依頼 ：同年５月１７日

（審理員意見書の提出から約１か月半）

物件の提出 ：同月２１日、２２日

本件諮問 ：同年７月１９日

（物件の提出から約２か月、本件審査請求の

受付から約１年１１か月） 

⑵ そうすると、本件では、①主張書面（弁明書、弁明書（差し替え）、反

論書、再弁明書及び再反論書）の提出に約１年４か月半もの期間を要した

上に、②再弁明書の受付から再弁明書の副本の送付までに約１か月、③審
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理員意見書の提出から物件の提出依頼までに約１か月半、④物件の提出か

ら諮問までに約２か月の期間を要した結果、審査請求の受付から諮問まで

に約１年１１か月もの長期間を要している。

上記の各手続のうち、まず、上記①の手続については、長期化した主な

原因は、上記⑴のとおり、処分庁が再弁明書を提出するのに長期間を要し

たことにある。そこで、当審査会が、審査庁に対し、その理由を照会した

ところ、審査庁から、叔父Ａに係る過去の特別弔慰金の請求のうち第八回

及び第十回については、弟Ｎに対して各可決裁定がされているところ、処

分庁において当該各可決裁定の内容を再審査した結果、いずれも取り消す

べきであるとの結論となり、令和５年１１月２２日付けで各可決裁定の取

消処分をした上で、その点を反映した再弁明書を作成するのに期間を要し

たからであるとの回答があった（令和６年８月１日付けの審査庁の事務連

絡・記の【依頼１】に対する【回答】の⑶）。しかし、処分庁は、令和４

年１１月２１日に審理員に提出した弁明書（差し替え）の作成時点におい

て、叔父Ａに係る過去の特別弔慰金の請求のうち第八回及び第十回につい

ては、弟Ｎに対して各可決裁定がされていることを確認していたのである

から、当該各可決裁定の内容を再審査し、各可決裁定の取消処分をするの

に約１年もの期間を要したということは、期間を要し過ぎたといわざるを

得ない。

そして、上記②から④までの各手続についても、上記の各期間を要した

ことに特段の理由があったとは認められない。

審査庁（審理員）においては、審査請求事件の進行管理の仕方を早急に

改善されたい。 

⑶ 上記⑵で指摘した点以外では、本件審査請求から本件諮問に至るまでの

一連の手続に特段違法又は不当と認めるべき点はうかがわれない。

２ 本件却下処分の違法性又は不当性について 

⑴ 審査請求人は、叔父Ａの甥（三親等内の親族）であるから、本件では、

審査請求人が、叔父Ａの死亡の日（昭和１８年１月１０日）まで引き続く

１年以上、叔父Ａによって生計を維持し、又は叔父Ａと生計を共にしてい

たか否か、すなわち、審査請求人が叔父Ａと同一の生計関係を有していた

か否かが問題となっている。

本件通知によれば、戦没者等の死亡の当時、戦没者等と同一戸籍内にあ

った三親等内の親族については、特に疑義を生ずる資料がない場合に限り、
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同一の生計関係を有していたものとして取り扱って差し支えないが、これ

以外の者については、適宜の様式による「生計関係についての申立書」及

び事実関係を確認することができる資料の提出を求めた上で、同一の生計

関係を有していたか否かを総合的に判断することとされている（上記第１

の１の⑹）。

これを本件についてみると、叔父Ａの死亡の当時、叔父Ａは自らを戸主

とする戸籍（本籍：Ｅ地）に、審査請求人は祖父Ｌを戸主とする戸籍（本

籍：Ｍ地）に在籍していた（上記第１の２の⑴及び⑶）から、審査請求人

は、叔父Ａの死亡の当時、叔父Ａと同一戸籍内にはなかった。

したがって、本件では、審査請求人が、叔父Ａの死亡の当時、叔父Ａと

同一の生計関係を有していたか否かについて、具体的な資料に基づいて検

討する必要がある。 

⑵ 審査請求人は、昭和１６年に叔父Ａが召集されるまで、叔父Ａと１年以

上の生計関係を有していたと主張するようである（上記第１の３）が、そ

の主張内容は、必ずしも明確ではない。

ア まず、審査請求人は、本件請求の際に提出した本件生計関係申立書に

おいて、次のとおり記載している。 

(ｱ) 叔父Ａの入隊の当時における審査請求人及び叔父Ａの住所地 

① 審査請求人：Ｍ地 

② 叔父Ａ：Ｒ地 

(ｲ) 叔父Ａの入隊の当時に叔父Ａと同居していた家族

母Ｈ、審査請求人、弟Ｎ、妹О及び祖母Ｄ（全員が叔父Ａと生計関係

を有していた。） 

(ｳ) 審査請求人が叔父Ａと生計関係を有するに至った時期

昭和１６年 

(ｴ) 叔父Ａと生計関係を有するに至った時期から叔父Ａの入隊の当時まで

の生活状況

祖母Ｄが、Ｒ地の店舗兼住宅で餅を販売して収入を得て、生活を維持

していた。 

(ｵ) 叔父Ａの入隊から死亡時までの家族関係及び生活状況

母Ｈが、Ｔ地で主に裁縫をして、生計を立てていた。審査請求人も、

新聞配達をして、家計を助けていた。

イ 次に、審査請求人は、本件生計関係申立書を提出した際、叔父Ａと１
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年以上の生計関係を有していたことについて、次のとおり申し立ててい

る（Ｑ市が審査請求人から聞き取った内容を取りまとめた経緯説明メ

モ）。 

(ｱ) 昭和１６年頃、父Ｋと審査請求人は、Ｚ地から引き上げてＲ地に戻

った。それと同じ頃、叔父Ａと一緒に暮らし始めた。 

(ｲ) 昭和１７年１１月頃だと思うが、叔父Ａが出征するまでの１年くら

いは、叔父Ａと一緒に暮らした。 

(ｳ) 叔父Ａが出征したことを契機に、審査請求人の一家は、Ｔ地に戻っ

た。

ウ 上記アの本件生計関係申立書の記載内容及び上記イの経緯説明メモの

記載内容に本件審査請求における審査請求の主張（上記第１の３）を考

え併せると、叔父Ａと１年以上の生計関係を有していたとの審査請求人

の主張は、次のとおり整理することができる。 

(ｱ) 昭和１６年７月１２日に婚姻をした叔父Ａは、戦地に行く前に、Ｒ地

にいた家族（母（祖母Ｄ）、姉（母Ｈ）及び甥（審査請求人））に会う

ため、妻（叔母Ｆ）とともにＲ地に来て、出征するまでの間、Ｒ地のＶ

地の祖母Ｄの借家で暮らしていた。 

(ｲ) その当時、審査請求人は、父Ｋの本籍地（Ｓ家）で暮らしていたが、

審査請求人も、叔父Ａも、祖母Ｄが餅を販売して得た収入で生活を維持

していたから、審査請求人と叔父Ａは、同一の生計関係にあった。 

(ｳ) そして、叔父Ａは、昭和１７年１１月頃に出征したから、審査請求人

は、その出征までの１年以上、叔父Ａと同一の生計関係を有していたこ

とになる。

上記主張によれば、審査請求人は、当時、祖母Ｄの借家ではなく、父Ｋ

の実家（Ｓ家）で暮らしていたのであるから、祖母Ｄが餅を販売して得た

収入で生活を維持していたとは考えられないし、叔父Ａが海外に派遣され

たのは、昭和１６年７月１３日である（上記第１の２の⑴）から、上記主

張は、そもそも、叔父Ａの軍人としての履歴と整合していない。

そして、審査請求人は、叔父Ａと同一の生計関係を有していたことの資

料として、審査請求人に係るＷ小学校の在籍証明書及びＹ中学校の卒業証

明書並びに叔父ＡのＷ小学校の在籍証明書を提出するが、審査請求人は、

叔父Ａが出征する前に、Ｒ地で叔父Ａと同一の生計関係を有していたと主

張しているのであるから、上記の資料は、Ｒ地における当該生計関係の有
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無の認定に役立つものではない。 

⑶ また、処分庁保管の資料（叔父Ａに係る第四回、第六回、第八回及び第

十回特別弔慰金の請求書類）によれば、第四回及び第六回特別弔慰金の請

求については母Ｈに対し、第八回及び第十回特別弔慰金の請求については

弟Ｎに対し、各可決裁定がされている。「戦没者等の遺族の現況等につい

ての申立書」の「記載上の注意」によれば、三親等内の親族が特別弔慰金

の請求をする場合には、三親等内の親族についても遺族の氏名等を上記申

立書に記載することとされているが、弟Ｎが提出した上記申立書には、審

査請求人の記載がなく、審査請求人が叔父Ａと同一の生計関係を有してい

たことを確認することはできない。

なお、審査請求人は、上記⑵のアの (ｲ)のとおり、本件生計関係申立書に

おいて、弟Ｎも叔父Ａと生計関係を有していたと記載しているが、弟Ｎに

対する上記の各可決裁定は、弟Ｎが叔父Ａと１年以上の生計関係を有して

いたとは認められないとして、令和５年１１月２２日付けで、いずれも取

り消されている（上記１の⑵）。 

⑷ さらに、審査庁保管の資料（叔父Ａに係る遺族援護法による弔慰金及び

遺族年金の請求書類、叔父Ａが在籍した野戦高射砲第ｈ大隊死没者連名簿）

からも、審査請求人が叔父Ａと同一の生計関係を有していたことを確認す

ることはできない。

そして、一件記録を精査しても、審査請求人が叔父Ａと同一の生計関係

を有していたことを確認することができる資料は見当たらない。

なお、審査請求人は、叔父Ａの遺骨が帰って来たときに葬儀をしたし、叔

父Ａの命日には、毎年、Ｕ護国神社に参拝していると主張し（上記第１の３

の⑵のエ及び⑶のイ）、同神社からの祥月命日祭の案内状を提出する。

しかし、特別弔慰金支給法２条の２第３項によれば、三親等内の親族は、

生計関係の同一性の要件を満たしていた者に限り、死亡した者の葬祭を行

った者、その他の者の順序による先順位者を戦没者等の遺族とみなすとさ

れている（上記第１の１の⑸）から、生計関係の同一性の要件を満たして

いない三親等内の親族は、死亡した者の葬祭を行っていたとしても、戦没

者等の遺族とはみなされず、特別弔慰金の請求をすることはできない。

したがって、審査請求人の上記主張は、採用することができない。 

⑸ 上記⑵から⑷までで検討したところによれば、審査請求人が叔父Ａと同

一の生計関係を有していたと認めることはできない。
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したがって、審査請求人は、特別弔慰金支給法２条の２第３項に定める

生計関係の同一性の要件を満たしていないから、叔父Ａに係る特別弔慰金

の請求（本件請求）をすることはできず、本件却下処分に違法又は不当な

点は認められない。

３ まとめ

以上によれば、本件審査請求は理由がないから棄却すべきであるとの諮問

に係る審査庁の判断は、妥当である。

よって、結論記載のとおり答申する。

行政不服審査会 第１部会

委 員 原 優

委 員 野 口 貴 公 美

委 員 村 田 珠 美
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